
様式１

会計 款 項 目
評価
書番
号

事　　業　　名

一般 3 2 1 1 区民サービス向上・環境改善促進事業

一般 3 2 1 2 「仕事力向上」職員育成事業

一般 3 2 1 3 戸籍課案内サービス向上事業

一般 3 2 1 4 港北区ＰＲ情報発信事業

一般 3 2 1 5 まちづくり調整費

一般 3 2 1 6 港北エコアクション推進事業

一般 3 2 1 7 データ活用によるまちづくり推進事業

一般 3 2 1 8 港北魅力発見事業

一般 3 2 1 9 港北区商店街活性化事業

一般 3 2 1 10 地域のチカラ応援事業

一般 3 2 1 11 育もう「ふるさと港北」事業

一般 3 2 1 12 こうほく３Ｒ推進事業

一般 3 2 1 13 地域振興活動事業

一般 3 2 1 14 災害に強いまちづくり推進事業

一般 3 2 1 15 港北ＡＡＡ（安全で安心な明日を）地域防犯力向上作戦

一般 3 2 1 16 交通安全　無事故でカエル事業

一般 3 2 1 17 放置自転車対策事業

一般 3 2 1 18 区民活動支援事業

一般 3 2 1 19 芸術文化振興事業

[港北区]

令和５年度事業評価書　目次



様式１

会計 款 項 目
評価
書番
号

事　　業　　名

[港北区]

令和５年度事業評価書　目次

一般 3 2 1 20 地域スポーツ推進事業

一般 3 2 1 21 読書活動推進事業

一般 3 2 1 22 地域子育てサポート事業

一般 3 2 1 23 区内保育所ＰＲ事業

一般 3 2 1 24 港北区放課後児童健全育成強化事業

一般 3 2 1 25 港北区版寄り添い型生活支援専門員事業

一般 3 2 1 26 離乳食教室

一般 3 2 1 27 「ひっとプラン港北」推進事業

一般 3 2 1 28 災害時医療整備事業

一般 3 2 1 29 快適な暮らしの衛生応援事業

一般 3 2 1 30 高齢者・障害者支え合い推進事業

一般 3 2 1 31 ウォーキングから始まる健康づくり事業

一般 3 2 1 32 統合事務費

一般 3 2 1 33 広報よこはま区版発行事業

一般 3 2 1 34 広聴相談事業

一般 3 2 1 35 消費生活推進員事業

一般 3 2 1 36 クリーンタウン横浜事業

一般 3 2 1 37 緊急時情報システム運用事業

一般 3 2 1 38 スポーツ推進委員支援事業



様式１

会計 款 項 目
評価
書番
号

事　　業　　名

[港北区]

令和５年度事業評価書　目次

一般 3 2 1 39 青少年活動支援事業

一般 3 2 1 40 学校・家庭・地域連携事業

一般 3 2 1 41 区庁舎管理費

一般 3 2 1 42 区民利用施設管理費



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区庁舎を始めとした区内の区民利用施設等について、快適に過ごせる環境づくりや施設の機能強化を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

港北区総合庁舎の改修・機能改善を実施します。

レイアウト変更を実施したことによ
る委託費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

（1102）区民サービス向上・環境改善促進事業

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 区民サービス向上・環境改善促進事業

所管区局・課 港北 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 1

事業概要

実績

単位 想定

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

12,637 15,473 2,836

・該当なし
・目標を概
ね達成

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 18,664 17,461 ▲ 1,203



箇所 12

・委託の拡
大不可

14

想定 4 5 5 4

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 5,004

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

12 12

７年度５年度

見積り合わせによる減

６年度

4

子供の遊び場等の樹木保全

３年度 ４年度

単位 想定 12 12 12 14 14

509 ▲ 134

分析
結果

・増える ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

14 14

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

4

３年度 ４年度

実績 5 5 5

②

1,479 改修か所の減

印刷
機・コ
ピー機
設置数

▲ 3,525

単位 4

区民利用施設の環境改善・機能強化

区民利用施設の改修・機能改善を実施します。
委託施設に、利用者向けの印刷機・コピー機を設置します。

細事業事業量

4

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 子供の遊び場等の樹木について、定期的な剪定や伐採を実施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 643

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

箇所

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

子供の
遊び場
設置数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



細事業事業量

想定

④

事
業
計
画

細事業名称 子供の遊び場安全基準不適格遊具の撤去等

細事業概要
公園施設業協会（JPFA）で定める安全規準を満たさない遊具７基について、地域と対応につい
て協議の上、順次、該当遊具の撤去・修繕を進めます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 0 0

・委託の拡
大不可

・該当なし

基

年度 元年度 ２年度

分析
結果

3 1

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

0

8 8 7

0

決算

７年度

単位 5

客観的指標に
基づく分析

・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・求めるべ
きではない

・維持

改善を
要する
遊具数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 0 0

指標

0



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

自主企画研修及び人権啓発研修等を実施し、運営方針に掲げる５つの仕事力（「聴く力」「考える力」「学ぶ力」
「行動する力」「伝える力」）を向上させます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

運営方針に掲げる５つの仕事力（「聴く力」、「考える力」、「学ぶ力」、「行動する力」、
「伝える力」）の向上に繋げます。

ワークスタイル改革研修を実施しな
かった為

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

CS・ES向上研修

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 「仕事力向上」職員育成事業

所管区局・課 港北 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 2

事業概要

5 4 4 4 4

回 実績 5

単位 想定 5 5

4

実施回
数

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

479 380 ▲ 99

・該当なし
・目標を概
ね達成

5 5

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 531 630 99



・委託の拡
大不可

想定 36 29 23 25

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 44

・該当なし
・求めるべ
きではない

22

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

25

３年度 ４年度

実績 38 28 23

②

251
コロナで実施していなかった人権講
演会を再開した為

実施回
数

207

単位 25

人権啓発研修

「横浜市職員人権啓発研修推進要綱」に基づき、正しい理解及び認識を深るため研修及び講演
会を実施します。

細事業事業量

25

年度 元年度 ２年度

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,672 4,766 94

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

11,286 16,029

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

4,216 4,109 ▲ 107

・該当なし
・目標を上
回った

12,340 12,340 12,340 12,340 12,340

件 実績 5,486

単位 想定 4,720 12,700

15,899

応対件
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 戸籍課案内サービス向上事業

所管区局・課 港北 戸籍 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 3

事業概要

港北区は人口が多く、窓口混雑とマイナンバーカード関連事務の増加が課題となっています。その解消の一助とし
て、電話案内業務や転入者キット作成業務を委託することなどにより、職員を窓口応対や内部事務に専念させ、市民
サービスの向上を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

戸籍課登録担当内の電話応対の一部を業者に委託します。

単価減のため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

電話案内事業

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

冊

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

チラシ
配布数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 春の引越しシーズンに伴う窓口繁忙期にあわせ、窓口の分散利用を促す広報を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大が可能

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

応対件
数

▲ 9

単位 7,000

転入者キット作成事業

市政・区政情報や地域情報、イベント情報などを差し込んだ転入者キットの作成を障害者施設
に委託します。

細事業事業量

7,000

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

447 単価減のため

2,000／40 2,000／40

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

7,000

３年度 ４年度

実績 7,000 7,000 7,000

②

元年度 ２年度 ７年度５年度

新規事業のため

６年度

7,000

窓口の分散利用広報事業

３年度 ４年度

単位 想定 2,000／40 2,000／40

210 210

分析
結果

・減る ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 7,000 7,000 7,000 7,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 456

・委託の拡
大不可

2,000／53
部/
箇所



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,908 1,821 ▲ 87

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

9,000 10,000

４年度 増減説明

決算

・全部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,108 1,021 ▲ 87

・該当なし
・目標を上
回った

9,500 10,500 11,000 11,500 12,500

人 実績 7,800

単位 想定 7,500 8,500

10,700

ⅹ(旧
Twitter
)フォロ
ワー数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 港北区PR情報発信事業

所管区局・課 港北 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 4

事業概要

いつでも情報の入手が可能なホームページや、即時性の高いSNSを活用した区役所からの情報発信を行います。ま
た、区民に区への愛着や親しみを深めてもらうため制定したキャラクターを活用し、効果的な区のPRを行います。併
せて、区域の地図と、区内の公共施設や区役所業務案内・子育て情報・バス路線等を掲載した「港北区ガイドマッ
プ」を転入者向けに配布し生活に役立つ情報を提供します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

区ホームページやⅹ(旧Twitter)を利用し、区民へのタイムリーな情報発信に努めます。

廉価で同等のPR効果の得られる啓発
物品に改めたことによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

情報発信

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

冊

ガイド
マップ
発行

0

単位 12,000

ガイドマップ発行

転入者等に向けて、区内の公共施設など生活に必要な情報を盛り込んだ区域の地図「港北区ガ
イドマップ」を発行し、提供します。

細事業事業量

12,000

年度 元年度 ２年度

800

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

12,000

３年度 ４年度

実績 なし 10,000 12,000

②

12,000

分析
結果

・減る ・なし
・民間と競
合

・目標を概
ね達成

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

想定 なし 10,000 12,000 12,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 800

・委託の拡
大が可能



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,340 1,158 ▲ 1,182

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1 1

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,083 949 ▲ 134

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

1 1 0 0 0

回 実績 1

単位 想定 1 1

1

二水会
開催回

数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 まちづくり調整費

所管区局・課 港北 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 5

事業概要

区内のまちづくりの円滑な推進や地域課題の解決に向けた調査や関係機関調整を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

地域ニーズの把握、区民への情報提供（運営方針・主要事業等）及び二水会（官公庁等の連絡
会議）の開催を行う。また、事業達成に必要な事務物品の購入等を行います。

消耗品費等の在庫活用に伴う減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

まちづくり調整事務費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

区民文
化セン
ター

ニュー
ス発行

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
令和５年度の港北区区民文化センター開館に向けて機運醸成を図るとともに、より区民から愛
着を持たれる施設となるよう、愛称を区民から募集します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

対応件
数

▲ 1,257

単位 1

まちづくり調査費

地域課題解決のために必要に応じて随時適切な調査・対応を実施します。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

0
区配予算の活用や事業者との協議等
予算執行を伴わない対応による減

0 0

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 1 1 1

②

元年度 ２年度

0 1

７年度５年度

新規事業のため

６年度

0

区民文化センター愛称募集

３年度 ４年度

単位 想定 0 1 1 2 2

209 209

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・実施しな
かった

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 1 1 1 3

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,257

・委託の拡
大不可

01回



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区民が区内の自然環境を守るとともに、自主的・主体的に温暖化対策行動に取り組めるよう、区役所・区民・事
業者が協働して温暖化対策を推進する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

広報よこはま等を活用し、温暖化対策・脱炭素化や地産地消等の普及啓発を行う。

委託内容の精査による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

港北エコアクション推進事業

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 港北エコアクション推進事業

所管区局・課 港北 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 6

事業概要

3 3 3 3 3

回 実績 1

単位 想定 1 3

3

広報よ
こはま
掲載回
数

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

246 218 ▲ 28

・該当なし
・目標を概
ね達成

3 3

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,941 3,055 114



回 18

・委託の拡
大不可

18

想定 2 2 1 2

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 150

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

年度

実績

元年度 ２年度

18 18

７年度５年度 ６年度

2

港北水と緑の学校事業

３年度 ４年度

単位 想定 18 18 18 18 18

2,545 0

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

18 18

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2

３年度 ４年度

実績 2 2 1

②

291 区庁舎屋上庭園再整備完了による増

屋上庭
園運営
箇所

141

単位 2

屋上庭園等運営事業

港北区総合庁舎及び太尾小学校の屋上庭園部分の維持管理を区民と連携して実施する。

細事業事業量

2

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 鶴見川流域の自然環境と防災などについて学習する体験型講座を実施する。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,545

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・全部委託
が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

小学校
講座実
施回数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,222 2,980 1,758

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2 2

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,000 1,000 0

・該当なし
・目標を概
ね達成

2 2 2 2 2

事業 実績 2

単位 想定 2 2

1

事業数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 データ活用によるまちづくり推進事業

所管区局・課 港北 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 7

事業概要

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ)の推進を見据え、区が直面する課題を官民協働で分析・解決し地域の活
性化を図っていくことを目的に、区の統計情報を適切に把握し、オープンデータ化を進める体制を整備します。ま
た、データ活用の普及に向けた事業を展開します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

データやデジタル技術活用の面白さを伝えるため、慶應義塾大学との連携事業を実施します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

データ活用普及推進事業

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

職員研
修実施
回数

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
行政が所有している情報を二次活用できる形式で順次公表していくために、データの維持管理
の仕組みづくりを検討します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大が可能

・事務改善
が可能

・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

研修受
講回数

▲ 222

単位 2

ＧＩＳの活用推進

ＧＩＳ活用推進のため、ＧＩＳの保守契約を行います。また、ＧＩＳの操作には専門的な知
識・ノウハウが必要であるため、引続き研修を受講しＧＩＳの活用を推進します。

細事業事業量

2

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

0 統合型GISへの移行に伴う残

1 1

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2

３年度 ４年度

実績 2 2 2

②

元年度 ２年度

0 0

７年度５年度

４年度からの新規事業のため

６年度

1

地域情報データベース

３年度 ４年度

単位 想定 0 0 0 1 1

1,980 1,980

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・事務改善
が可能

・求めてい
ない

年度

実績

想定 2 2 2 2

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 222

・一部委託
が可能

10回



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

港北区らしい魅力に焦点をあて発信することで、区民の皆さまの地域への愛着が深まることに繋げる港北魅力発見事
業を展開します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

区の魅力である「花と緑」を身近に感じてもらうことを目的に、令和４年４月から５月にかけ
て、区内の個人のお庭や公園などのコミュニティ花壇を自由に散策するイベントを実施しま
す。なお令和４年度は、感染症対策を講じつつ、より多世代の参加を促すため、スタンプラ
リーの実施を検討していきます。

補助金交付先での節減に伴う減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

オープンガーデン

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 港北魅力発見事業

所管区局・課 港北 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 8

事業概要

42 6 6 6 6

日 実績 4

単位 想定 4 4

6

実施日
数

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・事務改善
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,385 2,358 ▲ 27

・該当なし
・目標を概
ね達成

中止 42

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,847 3,254 407



・委託の拡
大が可能

想定 13 12 12 12

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 461

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担割合
の工夫が可
能

・財源確保
が可能

12

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

12

３年度 ４年度

実績 中止 11 8

②

896
コロナ禍が一定程度収束し、リアル
開催のイベントや展示会の合同出展
を再開したため。

公開箇
所数

435

単位 12

オープンファクトリー

市内18区の中で最も製造業の事業所が多い港北区において、普段見ることのできない区内企業
の工場を見学するイベントを実施します。

細事業事業量

12

年度 元年度 ２年度

箇所

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区内商店街および商店街店舗の話題提供につながるイベント等の開催や港北区商店街連合会が行う情報発信に対する
支援を通じて、消費者の関心・認知度の向上を図るとともに、商店街の活性化を支援します。加えて、コロナ禍にお
いても商店街組織が柔軟に活動、情報発信ができるよう、商店街が実施する感染症対策やICT化に対し支援を行いま
す。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

商店街および商店街店舗の魅力を知るきっかけづくりを目的に、ウェブアプリシステムを活用
したデジタルスタンプラリーイベントを令和３年度に引き続き開催します。

在庫活用による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

商店街活性化事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 港北区商店街活性化事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 9

事業概要

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

人 実績 荒天中止

単位 想定 - 1,000

179（※抽選応
募者数）

イベン
ト参加
者数

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,636 1,414 ▲ 222

・該当なし
・目標を下
回った

559 552

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,636 1,578 ▲ 58



回 0

・一部委託
が可能

2

想定 - - 3 3

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

年度

実績

元年度 ２年度

- -

７年度５年度

需要に応じた物品購入による増

６年度

1

衛生対策事業

３年度 ４年度

単位 想定 - - 1 1 1

144 144

分析
結果

・増える ・なし ・該当なし
・目標を下
回った

1 1

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

3

３年度 ４年度

実績 0 0 0

②

20
コロナ対策を取りながら事業を実施
したことによる増

実施回
数

20

単位 3

商店街情報発信支援事業

港北区商店街連合会に対し、ホームページやSNSでのより効率的かつ効果的な発信のために、立
ち上げ・運用・アプローチ手法を含めた広報戦略について支援を行います。

細事業事業量

3

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・減る

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 港北区商店街連合会が実施する感染症対策やICT化に対して支援を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

交付回
数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　地域住民による地域課題の解決や魅力づくりに向けた主体的な取組を支援するため、市民公益活動を行う団体に対
して、補助金交付や広報支援、有識者から活動に対する助言を行います。
　また、交流の場の提供など団体間の連携促進の取組を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　地域課題の解決や地域の魅力づくりに自主的・主体的に取り組む地域活動団体の活動を支援
し、協働による地域づくりを進めます。

補助金交付団体の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

地域のチカラ応援事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地域のチカラ応援事業

所管区局・課   港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 10

事業概要

8 20 22 24 26

団体
数

実績 18

単位 想定 18 7

15

補助金
交付団

体

４年度 増減説明

決算

・委託不可
・事務改善
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,687 2,806 1,119

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

7 7

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,687 2,806 1,119



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　ふるさと港北ふれあいまつり・大倉山観梅会・小机城址まつりの開催支援により、ふるさと港北意識の醸成を図る
とともに、わがまち港北映像ライブラリ事業、区内を拠点とするプロスポーツチームとの連携・応援を通じて港北区
の魅力を内外にアピールします。

細事業の分析

①

・負担割合
の工夫が可
能

港北区をふるさとに思う「ふるさと港北」意識の醸成を図るため、ふるさと港北ふれあいまつ
り実行委員会に補助金を交付し、子どもから高齢者・障がい者・外国人といった多くの区民が
参加できる「ふるさと港北ふれあいまつり」を開催します。

リアル開催による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ふるさと港北ふれあいまつり事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 育もう「ふるさと港北」事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 11

事業概要

50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

人 実績 50,000

単位 想定 40,000 50,000

20,000

来場者数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,512 4,457 945

・該当なし
・目標を下
回った

58000
ビュー

（オンライ
ン開催）

29000
ビュー

（オンライ
ン開催）

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,433 7,338 1,905



回 3

・委託の拡
大不可

3

想定 44,000 44,000 44,000 44,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担割合
の工夫が可
能

年度

実績

元年度 ２年度

3 3

７年度５年度

在庫活用による減

６年度

90,000

小机城址魅力プロモーション事業

３年度 ４年度

単位 想定 4 4 4 4 4

334 ▲ 254

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を上
回った

4 4

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

44,000

３年度 ４年度

実績 30,000 開催中止 開催中止

②

1,095
コロナ対策を取りながら事業を実施
したことによる増

来場者
数

1,095

単位 44,000

大倉山観梅会事業

港北区の観光および商店街振興を図るため、大倉山観梅会実行委員会に補助金を交付し、「大
倉山観梅会」を開催します。

細事業事業量

44,000

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
歴史的なシンボルとして「小机城址」の魅力をプロモーションすることで「ふるさと港北」の
意識を育みます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 588

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

事業の
実施

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 「スポーツのチカラで港北を元気に！」事業

区内を拠点とするプロスポーツチームとの連携・応援を通じて港北区の魅力を内外にアピール
します。

3,000 3,000 3,000
540（単位
の見直し）

想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 589 369 ▲ 220 在庫活用による減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

フォト
フレー
ムの提

供

単位

増減説明

540 540

決算

年度 ３年度 ４年度

2,961 2,815実績

3,000

④

事
業
計
画

細事業名称 わがまち港北映像ライブラリ事業

細事業概要
市民団体「わがまち港北映像プロジェクト」との協働により、港北区の歴史に関する映像の制
作や、港北区の歴史や見どころ映像の配信を行うWebサイト「港北映像ライブラリ」の運営を行
います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

650 550 ▲ 100 映像作品制作手法等の見直しによる減

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

本

年度 元年度 ２年度

分析
結果

3 3

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

9

3 4 4

13

決算

７年度

単位 3

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・求めるべ
きではない

・維持

映像作品
の制作

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 18 11

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

3,215

指標

3,014

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

枚

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

・維持 ・なし

3



分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

参加者
数

単位 想定 700 600

人 実績 600 ― 52 500

⑥

事
業
計
画

細事業名称 青少年活動支援事業

細事業概要
　ペットボトルロケットの作成や競技を通じて区民の親睦や地域連帯意識の高揚、家族のふれ
あいを深める場とするとともに、こども達にリサイクルなどの環境問題について考えるきっか
けを提供します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 93 532 439 飛距離部門の再開による増

細事業事業量 年度 元年度

指標 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

600 600 600 600 600

市民ニーズ

客観的指標に
基づく分析



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,320 1,199 ▲ 121

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

12 11

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

51 65 14

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

15 15 15 15 15

人 実績 12

単位 想定 15 15

10

表彰対
象者

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 こうほく３Ｒ推進事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 12

事業概要

ヨコハマ３Ｒ夢プランに基づき、市民・事業者・行政が協働して３Ｒの推進に取り組めるよう、広報・啓発・支援等
を行います。また、ごみの散乱や不法投棄の無い、清潔できれいな街づくりを目指します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

３Ｒ夢行動功労者への表彰

表彰状の在庫不足による調達費増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

３Ｒ夢行動功労者表彰

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

保育
園・小
中学校
での啓
発回数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 ３Ｒに繋がる行動について講座やイベントを行い、啓発を行う。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 385

・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

啓発回
数

137

単位 100

３Ｒ推進事業

啓発活動を行い、３Ｒ夢プランを推進する。

細事業事業量

100

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

679 啓発回数が増えたことによる増

15 15

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

100

３年度 ４年度

実績 171 8 50

②

元年度 ２年度

21 4

７年度５年度

事業執行の見直しによる減

６年度

60

３Ｒ学習事業

３年度 ４年度

単位 想定 15 15 15 15 15

128 ▲ 257

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 100 100 100 100

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 542

・一部委託
が可能

97回



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持
・法律・政
令

8

分析
結果

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 0 2

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

102

指標

62

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

8 8 8

4

決算

７年度

単位 8

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・条例
・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・増える

キャン
ペーン
回数

（区実
施）

8 8

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

7

④

事
業
計
画

細事業名称 清掃・キャンペーン活動の実施

細事業概要 清掃活動、キャンペーン活動を通して街の美化を推進する

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

289 256 ▲ 33 事業執行の見直しによる減

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

回

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 52 72 20 光熱費高騰による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

不法投
棄対応
件数

単位

増減説明

100 100

決算

年度 ３年度 ４年度

94 79実績

100

⑤

事
業
計
画

細事業名称 不法投棄対策

不法投棄対策（警報装置の管理）

100 100 100 100想定



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

行政情報を効率よく地域に提供し、自治会町内会活動を円滑に推進できるよう支援する事で、地域と行政のつながり
を深め、市政及び区政の推進を円滑に進めます。また、自治会町内会永年在職者を表彰します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

掲示板への掲示など、自治会町内会を通じて、行政機関の施策についての情報提供を実施しま
す。

回覧物の配送中止による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

自治会町内会の支援・連携

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地域振興活動事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 13

事業概要

66 64 64 64 64

％ 実績 66

単位 想定 - -

64

自治会
町内会
加入率

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・民間移管
が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

966 809 ▲ 157

・該当なし
・目標を概
ね達成

66 64

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,152 2,568 1,416



団体 2

・委託の拡
大不可

7

想定 - - - -

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 82

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

- 11

７年度５年度

ICT講座開催回数の増によるもの

６年度

24

自治会町内会活動ＩＣＴ化支援

３年度 ４年度

単位 想定 - 13 11 9 13

594 489

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

13 13

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

20

３年度 ４年度

実績 20 19 11

②

1,165 表彰式の開催による増

表彰対
象者

1,083

単位 20

自治会町内会長永年在職者表彰の実施

日ごろより横浜市政及び港北区政にご尽力いただいている自治会町内会長へ在職期間５年単位
で表彰すると同時に感謝の意を表し感謝会（令和３年度はコロナ対策として中止）を実施しま
す。

細事業事業量

20

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
実際に町内会活動で使用する機器の接続方法等の使用方法説明や、実際の会場でのオンライン
会議実習など、直接指南します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 105

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

ICT支援

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 18,355 20,284 1,929

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

分析
結果

歳出予算科目

0 264

避難所等資機材の充実強化

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

9,699 5,837 ▲ 3,862

・該当なし
・目標を上
回った

198 198 165 0 0

数 実績 0

単位 想定 0 0

297

パーテー
ション
整備

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 災害に強いまちづくり推進事業

所管区局・課 港北 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 14

事業概要

・事務改善
が可能

避難所等における感染症対策としてパーテーションを配備し、３密を回避するための資機材を整備します。また、風
水害時の被害防止に向けて、新たな啓発冊子を作成し、区民に周知するほか、防災キャラバンのメニュー拡充など、
自助・共助の推進を図ります。さらに、各種訓練を実施するなど区本部の体制強化を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

避難者のソーシャルディスタンスを確保するため、避難者用のパーテーションを指定緊急避難
場所に整備します。また、地域防災拠点運営委員会に補助金を支出します。

パーテーション購入単価の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

ダウン
ロード
数

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

IP無線機
リース

・事務改善
が可能

・契約方法
の工夫が可
能

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
区本部の備蓄品整備や更新、災害時の連絡体制確立のための各種通信機器を維持・管理しま
す。また、深夜等の発災時の迅速な職員参集を目的とした自動車（タクシー）借上げ費用を支
出します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 3,984

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

アプリ

2,852

単位 31,000

災害時の情報発信の強化、自助・共助の啓発

港北区防災情報アプリを運用します。また、防災キャラバン等を実施します。

細事業事業量

28,000

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

6,654
まるごとまちごとハザードマップ事
業の新規実施による増

50 50

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

34,000

３年度 ４年度

実績 15,973 19,396 22,330

②

元年度 ２年度

- 50

７年度５年度

本部備蓄資機材等の購入による増

６年度

25,994

区災害対策本部の充実

３年度 ４年度

単位 想定 - 50 50 50

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

50

7,432 3,448

分析
結果

・増える ・なし
・民間と競
合

・目標を上
回った

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

・契約方法
の工夫が可
能

年度

実績

想定 - - 22,000 25,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 3,802

・全部委託
が可能

5050数



0

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 0 0

0 0 1

5

決算

７年度

単位 4

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・求めるべ
きではない

・維持

無線機
の整備

4 0

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

0

④

事
業
計
画

細事業名称 各種団体への補助、報償

細事業概要
・災害ボランティア連絡会への補助
・アマチュア無線非常通信協力会が使用する無線機の整備等

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

869 360 ▲ 509 補助金の見直しによる減

・委託不可
・事務改善
が可能

数

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 652 649 ▲ 3

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

911 628

４年度 増減説明

決算

・全部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

132 132 0

・該当なし
・目標を下
回った

900 900 900 900 900

人 実績 961

単位 想定 900 900

319

防犯
メール
新規登
録者数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 港北AAA（安全で安心な明日を）地域防犯力向上作戦

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 15

事業概要

区民の防犯活動支援と犯罪情報提供の2つを軸に事業を展開し、防犯意識を醸成するとともに、区内の犯罪を抑制し
安心で安全なまちづくりの実現を目指します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

登録者のアドレス、またはFAXに警察から情報提供を受けた区内犯罪発生情報を配信します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

防犯情報メール発信

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

区内特殊
詐欺発生

件数
（通年）

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
多様化した特殊詐欺に対応すべく専用の対策機器について、機能の周知と設置の推奨を広く広
報し特殊詐欺被害の削減を図ります。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

区内犯罪
発生件数
（通年）

▲ 201

単位 －

防犯啓発活動事業

自治会町内会の防犯活動を支援するため、防犯ベストや防犯のぼり旗などの防犯活動物品を配
布します。

細事業事業量

－

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

319 印刷製本の減

－ －

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

－

３年度 ４年度

実績 1,453 1,109 1,215

②

元年度 ２年度

74 35

７年度５年度

物品購入による増

６年度

1,426

特殊詐欺対策機器設置啓発事業

３年度 ４年度

単位 想定 － － － ー －

198 198

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 － － － ー

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 520

・一部委託
が可能

10558件



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　交通安全意識の向上を図るため、交通安全関係団体と協力した啓発活動を行います。
　特に交通事故の多くを占める児童、高齢者に対象を絞った事業を集中的に実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

はまっ子交通安全教室、交通安全ポスターコンクールの実施、小学校スクールゾーン対策協議
会への助成金交付などスクールゾーン路面表示、電柱巻きの設置を行います。

路面標示設置増によるもの

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

児童交通安全対策事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 交通安全　無事故でカエル事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 16

事業概要

67 67 53 53 53

件 実績 52

単位 想定 67 67

48

スクール
ゾーン
(路面工
事箇所
数)

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,179 3,571 392

・該当なし
・目標を概
ね達成

35 36

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 3,385 3,727 342



件 1,417

・委託の拡
大が可能

1,051

想定 400 400 400 400

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 120

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

1,501 1,479

７年度５年度

物品の在庫利用による減

６年度

210

高齢者交通安全対策事業

３年度 ４年度

単位 想定 - - - - -

0 ▲ 360

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

- -

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

400

３年度 ４年度

実績 300 中止 中止

②

123 表彰対象者が増えたことによる増

交通安
全大会
参加者

3

単位 400

交通安全運動事業

交通安全大会の開催（交通安全宣言、交通安全功労者表彰式、ポスターコンクール受賞者表彰
他）

細事業事業量

400

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
免許返納者に対して、区内商店街の商品の割引など特典サービスを実施します。
区内自動車教習所の協力を得て、交通安全教室を開催し、高齢ドライバーに対して運転技術な
どの指導を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 360

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

免許書
返納者数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



細事業事業量

想定

④

事
業
計
画

細事業名称 子育て関連施設交通安全対策事業

細事業概要 子育ての環境整備を目的に、電柱巻きを子育て施設付近に設置します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

50 33 ▲ 17 電柱巻設置数の減によるもの

・委託の拡
大不可

・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

10 10

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

5

10 10 10

4

決算

７年度

単位 10

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

電柱巻き
設置数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 4 6

指標

20



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 3,860 4,043 183

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2,836 1,952

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,560 3,509 ▲ 51

・該当なし
・目標を概
ね達成

- - 1,552 1,474 1,400

人 実績 3,264

単位 想定 - -

1,752

監視配
置数

（1人・
３時間/
回）

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 放置自転車対策事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 17

事業概要

自転車等の放置が著しい駅周辺への自転車等放置防止監視員の配置や撤去活動により、駅前の歩行者の安全確保を図
ります。また、区独自の撤去活動及びキャンペーンによる啓発活動を行い、自転車等の放置防止を促します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

放置自転車監視員の配置

配置人数を減らしたことによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

監視事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

団体

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

緊急対
応回数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 放置自転車の委託による撤去

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・条例 ・該当なし
・実施しな
かった

・全部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

補助金
交付団
体数

234

単位 11

地域活動事業

各駅自転車放置防止推進協議会への補助

細事業事業量

11

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・減る

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

534 キャンペーン物品購入による増

- -

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

11

３年度 ４年度

実績 10 10 10

②

元年度 ２年度

0 0

７年度５年度

未実施

６年度

10

放置自転車等撤去事業

３年度 ４年度

単位 想定 5 5 5 2 -

0 0

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 11 11 11 11

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 300

・委託不可

00回



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,405 1,500 95

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,460 2,206

４年度 増減説明

決算

・全部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

321 265 ▲ 56

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

2,300 2,300 2,300 2,300 2,300

人 実績 2,117

単位 想定 2,300 2,300

2,319

利用者
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 区民活動支援事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 18

事業概要

　地域課題の解決や魅力ある地域づくりを目指し、区域の中間支援組織である区民活動支援センターが市民公益活動
と生涯学習を支援します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

区民の地域活動や学習に関する情報提供、相談対応、機材貸出などを行います。

組替による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

区民活動支援センター事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

部

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

施設間
連携会

議

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 ICT講座、つながるカフェ、施設間連携会議、港北地域学の開催。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 129

・規則・方
針

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

・全部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

発行部
数

35

単位 15,000

情報誌「楽遊学」発行事業

地域活動団体を情報誌により紹介し、区民の地域活動への関心を高めるとともに、活動参加者
を増やします。

細事業事業量

15,000

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

990 組替による増

36 36

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

15,000

３年度 ４年度

実績 50,000 19,200

②

元年度 ２年度

36 36

７年度５年度

講座開催増に伴う講師料の増

６年度

21,000

市民グループ・団体支援事業

３年度 ４年度

単位 想定 36 36 36 36 36

224 95

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 96,000 19,200 21,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 955

・全部委託
が可能

3333団体数



指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

900

977

決算

７年度

単位 1,000

客観的指標に
基づく分析

・なし
・民間と競
合

・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・増える

窓口対
応

1,000 1,000

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

④

事
業
計
画

細事業名称 区民活動支援センターICT化事業

細事業概要 窓口業務のICT化

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 22 22 新規事業による増

・全部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

件数

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,303 2,000 697

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

4 4

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,303 2,000 697

・該当なし
・目標を概
ね達成

10 10 10 10 10

事業 実績 10

単位 想定 12 12

9

実施事
業

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 芸術文化振興事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 19

事業概要

区内の芸術文化振興事業を行う港北芸術祭実行委員会に事業補助を行うことで、港北区における地域文化活動の振興
と区民の文化活動への参加を促進し、賑わいを創出します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

委員の企画によって開催されるプロによる公演である「鑑賞型事業」を例年２～３事業を実施
しています。委員によって企画の特色が異なり、クラシックやジャズ、落語など広い分野にわ
たっています。また、「参加型事業」として、地域文化活動を行っている区民に発表の機会を
提供したり、文化芸術に親しむために体験教室などを実施しています。

コロナ対策を取りながら事業を実施
したことによる増。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

港北芸術祭実行委員会主催事業

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 367 1,757 1,390

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

20 12

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

265 270 5

・該当なし
・目標を下
回った

20 22 22 22 22

団体 実績 20

単位 想定 20 20

12

港北区
スポー
ツ振興
補助機
交付団
体数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地域スポーツ推進事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 20

事業概要

区内における地域スポーツの推進・活性化を図るため、港北区スポーツ振興事業補助金交付、港北駅伝大会実行委員
会への事業補助金交付を行います。
また、スポーツを通じて貴重な地域資源である大学と連携し、区内におけるスポーツ活動の活性化につなげます。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

区内のスポーツ振興を図るため、スポーツ活動を行う団体を補助します。

団体活動の拡充による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

港北区スポーツ振興事業補助金

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

チー
ム

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

小学校
派遣校
数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
慶應義塾大学と連携して、小学校タグラグビー授業へのサポート講師（学生）派遣や、ラグ
ビー・スポーツ体験会を実施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

港北駅
伝大会
参加者
数

849

単位 226

港北駅伝大会補助金

地域スポーツの推進に寄与するとともに、地域における世代間交流を図るため、港北駅伝大会
実行委員会に補助金を交付し、大会の開催を支援します。

細事業事業量

226

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

952
コロナ対策を取りながら事業を実施
したことによる増

10 10

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

226

３年度 ４年度

実績 235 中止 中止

②

元年度 ２年度 ７年度５年度

Ｒ４から他課より事業移管

６年度

154

大学とのスポーツ連携事業

３年度 ４年度

単位 想定 10 10

535 535

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・該当なし
・求めてい
ない

年度

実績

想定 250 250 250 250

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 103

・委託不可

7校



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 674 799 125

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

0（中止） 0（中止）

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

108 140 32

・該当なし
・目標を上
回った

2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

人 実績 2,828

単位 想定 2,500 2,500

20,020

イベン
ト参加
者数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 読書活動推進事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 21

事業概要

区の読書活動推進目標に沿った事業展開や、読書関係団体のネットワークづくりや各種活動を支援することで、区の
地域性に応じた読書活動を推進します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

小学生を対象とした紙芝居制作イベントや、横浜アリーナが実施する「ヨコアリくんまつり」
とあわせて読書活動推進の取組などを行います。

講座・ブース展示用品等の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

本とであおう事業

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

連絡会
等開催
回数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
区内の読書関連施設や、読み聞かせ等を実施する団体と連携して、情報交換や交流会等を実施
します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 46

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

区HP読
書関連
ページ
閲覧数

119

単位 1,500

読書情報発信事業

図書取次サービス拠点において図書の企画展示などを行います。また、区内の図書貸出施設や
蔵書等の情報を集約しホームページ等ＩＣＴを活用して発信するなどの取組を行います。

細事業事業量

1,500

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

639 図書取次拠点情報発信用資材等の増

3 2

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1,500

３年度 ４年度

実績 1,536 1,467 2,192

②

元年度 ２年度

1 2

７年度５年度

イベントカレンダー展開手法見直し
等による減

６年度

2,800

読書団体連携事業

３年度 ４年度

単位 想定 2 3 2 2 2

20 ▲ 26

分析
結果

・増える ・条例 ・該当なし
・目標を上
回った

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 1,400 1,400 1,400 1,500

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 520

・一部委託
が可能

21回



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

地域子育て支援事業を通して、安心して子育てできる地域環境を形成していくことにより、「切れ目のない子育て支
援」を実施していきます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

土曜日につどいの広場にてマタニティプログラムを実施

補助金額の見直しによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

親と子のつどいの広場妊娠期支援事業

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地域子育てサポート事業

所管区局・課 港北 こども家庭支援 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 22

事業概要

24 24 28 28 28

回 実績 -

単位 想定 - 24

81

開催
回数

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

900 600 ▲ 300

・該当なし
・目標を上
回った

- 84

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 7,272 7,443 171



個 409

・委託の拡
大不可

159

想定 - - - 36

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

56 187

７年度５年度

チケット印刷枚数減少による減

６年度

24

「にんしん・あんしん・つながり」推進事業

３年度 ４年度

単位 想定 100 200 150 150 150

482 ▲ 24

分析
結果

・増える ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

150 150

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

36

３年度 ４年度

実績 - - -

②

290
区局連携事業終了後、事業継続によ
る増

開催
回数

290

単位 36

土曜両親教室

土曜日を中心に地域子育て支援拠点、地域ケアプラザで産前産後の両親教室を開催

細事業事業量

36

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
プレゼント（啓発グッズ）の配布
（令和５年１月よりプレゼントを親と子のつどいの広場利用体験に変更）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 506

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

プレゼ
ント交
換数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 児童虐待防止対策事業

要保護児童対策地域協議会（元気っ子育て連絡会）の開催および児童虐待防止啓発講演会の実
施・グッズの作成。

16 16 16 16想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 670 505 ▲ 165

講演事業の委託を報償費での実施に
したことによる減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

協議会
開催数

単位

増減説明

16 16

決算

年度 ３年度 ４年度

12 2実績

16

④

事
業
計
画

細事業名称 地域育児教室（赤ちゃん会）

細事業概要
0歳児とその保護者を対象に地域育児教室（赤ちゃん会）を23会場（ケアプラザ、自治会館等）
で各10回開催。
内容：地域の会場で赤ちゃんとの手遊びや育児情報の交換、仲間づくりなどを実施する

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

1,649 1,692 43 箕輪地域の人口増による会場の増設

・委託不可 ・該当なし

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

5,300 5,300

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

7,732

- 5,243 5,300

6,661

決算

７年度

単位 5,300

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・求めるべ
きではない

・増える

参加者
数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 3,171 5,579

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

15

指標

7

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

回

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持 ・なし

-



116 102

・目標を概
ね達成

・委託不可

80

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・増える ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

144 144 144

実績

144

参加者
数

単位 想定 1,200 1,200

人 実績 778 143 365 397

単位

分析
結果

・なし ・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 歯つらつ１歳はみがき事業

細事業概要
歯科衛生士によるむし歯予防の話や、集団で歯みがきの実習を実施する。
（新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、集団での歯みがき実習は実施せず、個別で模
型上の実施となる場合あり）

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 494 457 ▲ 37 区配予算の活用による減

細事業事業量 年度 元年度

指標

⑦

事
業
計
画

細事業名称 母乳育児相談

細事業概要 母乳のことでお困りの方に助産師が相談を実施する

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

222 231 9 参加者増に伴う助産師への報償費増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

100

144

７年度

想定 144 144

実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

参加者
数

人

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

480 480 480 480 480

市民ニーズ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



・該当なし

4 4 4 4

・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

⑨

事
業
計
画

細事業名称 保育所等による子育て支援事業

細事業概要
わくわく子育て広場・ベビーステーション
区内市立・私立保育園が連携して、地域の子育て世帯に対する育児支援等を行う。親子が安心
して外出できる地域を目指す。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 120 343 223

4

回 実績 1 0 4 4

にこに
こ広場
開催数

単位 想定 1 1

細事業名称

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

2,711 2,844 133 郵送手続き増による通信運搬費の増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

イベント拡大による消耗品費の増

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

日 実績 169 142 157 167

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

177 177 178

「窓口満足度」向上事業

細事業概要
窓口スタッフによる待ち時間のない窓口
発券機・オンライン待ち人数情報の提供によるの利用による密にならない待合

176

分析
結果

７年度

窓口案
内員の
配置日

数

単位 想定 169 148

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

187

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区内保育所を支援するため、保育士の確保や保育の質の向上につながる取り組みを実施する。また、保育所情報を掲
載した区独自の利用案内や動画を作成・活用し、保育所利用に関する制度について情報を発信する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

専門のコンサルタントの派遣等を行い、保育士の採用や定着に苦慮している保育所に助言等を
します。

コンサルタント派遣回数の減少によ
る減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

保育士確保事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 区内保育所ＰＲ事業

所管区局・課 港北 こども家庭支援 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 23

事業概要

5 5 5 5 5

園 実績 -

単位 想定 - 5

3

派遣
園数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

198 119 ▲ 79

・該当なし
・目標を下
回った

7 5

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,192 1,100 ▲ 92



部 13,000

・委託の拡
大不可

9,000

想定 - - 0 0

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

14,000 13,000

７年度５年度

発行部数の見直しによる減

６年度

0

保育所等利用案内の作成

３年度 ４年度

単位 想定 14,000 15,000 15,000 13,500 11,000

936 ▲ 58

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・実施しな
かった

11,000 11,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

-

３年度 ４年度

実績 - - 0

②

0 感染症流行に伴い中止

動画
作成数

0

単位 -

保育・教育情報提供事業

保育施設等を分かりやすく説明した動画を作成・配信します。

細事業事業量

-

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
地区別の認可保育所や認可外保育所等の情報、保育サービスなどについてわかりやすく記載し
た港北区版の保育所等利用案内を作成します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 994

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

個

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

発行
部数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



細事業事業量

想定

④

事
業
計
画

細事業名称 民間園向け研修

細事業概要 外部講師を招き、障害児保育、不適切保育の防止等について講義を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 45 45 講演会の内容・回数変更による増

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

回

年度 元年度 ２年度

分析
結果

3 3

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

-

- 3 3

3

決算

７年度

単位 3

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

実施
回数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 - 0

指標

-



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　放課後キッズクラブ及び放課後児童クラブに従事する職員に対し、研修を実施することにより、職員の能力の向上
に繋げます。各クラブの職員同士が顔を合わせる場を作り、グループワーク等を通してクラブ間の連携強化を促進
し、放課後児童健全育成事業所としての運営主体の強化及び質の向上を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

区内の放課後児童健全育成事業所職員に向けた人材育成研修を実施します。研修テーマはキャ
リアアップ研修の対象となるもののほか、前年度アンケート等の希望調査結果を参考に、複数
選びます。

外部講師依頼増のため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

職員向け人材育成研修

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 港北区放課後児童健全育成強化事業

所管区局・課 港北 こども家庭支援 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 24

事業概要

6 6 8 8 8

回 実績 ー

単位 想定 ー ー

6

研修実
施回数

４年度 増減説明

決算

・全部委託
が可能

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

96 161 65

・該当なし
・目標を概
ね達成

ー 6

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 96 161 65



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

当事業にて雇用した支援専門員の訪問による学齢期の生活習慣の獲得、生活の支援
①登校支援
②寄り添い型生活支援事業に繋げる支援
③自宅での生活習慣、生活能力の獲得支援

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

当事業にて雇用した支援専門員の訪問による学齢期の生活習慣の獲得、生活の支援
①登校支援
②寄り添い型生活支援事業に繋げる支援
③自宅での生活習慣、生活能力の獲得支援

令和４年度新規事業のため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 港北区版寄り添い型生活支援専門員事業

所管区局・課 港北 こども家庭支援 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 25

事業概要

- 20 20 20 20

回 実績 -

単位 想定 - -

29

個別
訪問

事
業
計
画

事
業
実
績

港北区版寄り添い型生活支援専門員事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 1,799 1,799

・該当なし
・目標を上
回った

- -

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 0 1,799 1,799



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,068 1,084 16

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

119人
（18回）

379人
（36回）

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・事務改善
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

754 778 24

・該当なし
・目標を下
回った

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

720人
（36回）

720人
（36回）

720人
（48回）

576人
（24回）

576人
（24回）

人・
回

実績
712人

（33回）

単位 想定
720人

（36回）
720人

（36回）

394人
（36回）

参加数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 離乳食教室

所管区局・課 港北 福祉保健 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 26

事業概要

食育の第一歩である離乳食について、支援が最も必要な７～８か月児を対象とした離乳食教室を実施します。また、
個々の離乳食の不安や負担感等の軽減を図るために、子どもの個別栄養相談を実施します。さらに、離乳食を円滑に
進められるように４か月児健診で離乳食手帳を配付します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

内容：支援の最も必要な７～８か月頃を対象とした離乳食教室（講話・調理実演及び展示）を
実施します。（新型コロナウイルスの影響により試食中止、離乳食作り体験にできる限り近づ
くよう動画や媒体等を用いて実施。）、対象：生後７～８か月の子どもの養育者、実施場所：
区役所健診会場

事業用物品購入による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

離乳食教室

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

人・
回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

離乳食
手帳発
行部数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
内容：離乳食が円滑に始められるように、４か月児健診の集団指導時に離乳食手帳を配布しま
す。
部数：4,000部

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 242

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

個別指
導数

0

単位
144人

（36回）

子どもの個別栄養相談

内容：個々の離乳食の不安や負担感等の軽減を図るために、子どもの個別栄養相談を実施。
対象：生後５か月以降の子どもの養育者
場所：区役所栄養相談室

細事業事業量

108人
（36回）

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

72

3,500 3,500

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

144人
（36回）

３年度 ４年度

実績
93人

（35回）
101人

（33回）
103人

（36回）

②

元年度 ２年度

4,000 4,000

７年度５年度

印刷物経費減額による減

６年度

108人
（36回）

離乳食手帳の配付

３年度 ４年度

単位 想定 4,000 4,000 4,000 4,000 3,500

234 ▲ 8

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定
90人

（36回）
90人

（36回）
90人

（36回）
90人

（36回）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 72

・一部委託
が可能

4,0004,000部



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,638 1,199 ▲ 439

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2 2

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,638 1,199 ▲ 439

・該当なし
・目標を概
ね達成

2 1 2 2 3

％ 実績 2

単位 想定 2 2

1

区策
定・推
進会議
開催数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 「ひっとプラン港北」推進事業

所管区局・課 港北 福祉保健 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 27

事業概要

近隣関係の希薄化や支援を必要とする高齢者等の増加など、多様な福祉保健課題を解決するため、「港北区地域福祉
保健計画（ひっとプラン港北）」の区計画を推進するとともに、13地区ごとに策定した地区計画の推進を支援し、助
け合い支え合いのある、安心して暮らせるまちを目指します。５年度は、計画の３年目となることから、計画進捗の
中間振り返りを実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・「ひっとプラン港北」策定推進会議の開催・各地区計画推進委員会等へのサポートスタッフ
による支援・「ひっとプラン港北」に関する区民意識調査の実施・令和４年度に実施した「あ
なたのイイね伝えよう ～まちの素敵な取組コンテスト～ 」による受賞作品を活用した動画広
告の配信

印刷物の発行数の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ひっとプラン港北推進事業

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 395 356 ▲ 39

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

3 3

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

6 7 1

・該当なし
・目標を概
ね達成

3 3 3 3 3

回 実績 2

単位 想定 2 3

3

会議開
催数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 災害時医療整備事業

所管区局・課 港北 福祉保健 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 28

事業概要

災害時医療等の対策を講じるため、医師会、歯科医師会、薬剤師会をはじめとした関係機関との各種会議の開催や医
療救護隊等の訓練を実施するとともに、災害時の体制維持に向け、必要物品の整備、災害支援ナースの登録促進と育
成を進めます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・三師会ほか関係機関（災害拠点病院、災害協力病院、訪問看護ステーション、警察、消防他
行政関係機関）との協議の場として、災害医療連絡会議を定期的に開催します。
・発災時の医療体制について区民へ周知啓発を行います。

事務経費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

災害医療連絡会議の実施

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

更新箇
所

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
医療救護隊や保健活動グループの活動に必要な事務用品や装備品を購入します。なお、装備品
の購入は、参集拠点での定点診療を見据え整備を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 125

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

医療機
関報告
訓練回

数

▲ 121

単位 9

医療救護隊訓練の実施

・医療機関及び医療救護隊による各種訓練の実施
・医療機関報告訓練、医療救護隊実地訓練、のぼり旗・フラッグ掲出訓練、通信訓練

細事業事業量

6

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

5 ３年度参集拠点移転実施による減

8 8

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

12

３年度 ４年度

実績 ー ー ー

②

元年度 ２年度

8 8

７年度５年度

定点診療に必要な備品の購入

６年度

3

医療救護隊用装備品の整備

３年度 ４年度

単位 想定 8 8 8 8 8

205 80

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 ー ー ー 3

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 126

・委託不可

88か所



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持 ・なし

-

分析
結果

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 - -

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

-

指標

12

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

- - 20

5

決算

７年度

単位 20

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・求めるべ
きではない

・維持

災害支
援ナー
スの優
先参集
者数

20 20

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

-

④

事
業
計
画

細事業名称 災害支援ナースの登録促進と管理

細事業概要 Ｙナースの登録促進や登録者の育成を目的として研修及び訓練を実施

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

10 10 0

・委託不可 ・該当なし

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 128 128 0

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

連携
回数

単位

増減説明

- -

決算

年度 ３年度 ４年度

- -実績

-

⑤

事
業
計
画

細事業名称 港北区医師会等との連携推進

港北区医師会、横浜市医師会、神奈川県医師会及び日本医師会に入会し、災害医療体制の協議
をより一層進めます。

- - 12 -想定



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

食の安全や施設の衛生確保のための監視指導・講習会の実施や、ペットの飼育マナーに関する啓発、災害時のペット
対策に関する知識の普及を行うことで、区民の安全で快適な暮らしを支援します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

依然として食中毒・感染症の発生があり、食の安全に係る区民の関心も高いなか、発生の予防
のため区民・事業者へ情報提供を行う必要がある。また、飲食店等の事業者に対して、区民が
安心して利用できるように自主管理を推進していく必要がある。

啓発媒体のデジタル化による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

食中毒・感染症防止対策事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 快適な暮らしの衛生応援事業

所管区局・課 港北 生活衛生 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 29

事業概要

10 10 10 10 10

回 実績 26

単位 想定 30 30

6

衛生管理
に関する
講習会

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・事務改善
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

621 263 ▲ 358

・該当なし
・目標を下
回った

9 7

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 764 491 ▲ 273



・委託の拡
大不可

想定 15 10 5 5

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 143

・該当なし
・求めるべ
きではない

14

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

5

３年度 ４年度

実績 16 7 4

②

228 区民向け貸出備品購入による増

ペットに
関する
啓発

イベント

85

単位 5

ペットのマナー啓発・災害時対策事業

ペットを飼育している多くの区民がペットに関する災害時の備えをしておらず、災害時におけ
るペットとの同行避難等に関する周知・啓発が課題となっている。

細事業事業量

5

年度 元年度 ２年度

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

誰もが地域で安心して暮らし続けることができるよう、高齢者・障害者等への理解を深める啓発や関係者への支援を
行います。区役所窓口での来庁者へのサポートを実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・地域で介護予防に取り組んでいる自主グループの代表者や元気づくりステーション支援者を
対象に、身近な地域で活動を継続することの意義の啓発やスキルの習得、団体間の交流を図る
ための「にぎやか　支え合い研修会」を継続して開催します。

研修開催回数の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

介護予防研修会

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 高齢者・障害者支え合い推進事業

所管区局・課 港北 高齢・障害支援 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 30

事業概要

50 50

人 実績 32

単位 想定 50 50

41

介護予防
研修会

参加者数

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・事務改善
が可能

・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

55 192 137

・該当なし
・目標を概
ね達成

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

9 10

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,229 4,000 ▲ 229



回 9

・一部委託
が可能

12

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 587

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

年度

実績

元年度 ２年度

44 15

７年度５年度

地域活動情報リーフレットの新規作成

６年度

1

地域ケア会議

３年度 ４年度

単位 想定 46 46 46 46

768 607

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績 1 0 1

②

251 冊子残の有効活用

キャラバ
ン・メイ
ト向け

研修実施
回数

▲ 336

単位

認知症等啓発

・認知症の理解者である「認知症サポーター」を増やすため、養成講座で講師を務めるキャラ
バンメイト向けの研修を実施します。
・認知症により、行方不明となる恐れのある高齢者の住所や連絡先などの事前登録情報を、港
北警察署と区内地域包括支援センター、港北区役所間で共有する『かえるネット』を継続して
運用します。
・高齢者虐待防止に向け、研修等でパンフレットを活用した啓発を行います。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
・地域包括ケアシステム構築に有効なツールである地域ケア会議を効果的に開催することがで
きるよう、地域ケアプラザ及び区職員を対象とした研修会を引き続き開催します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 161

・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・一部委託
が可能

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

地域ケア
会議開催

回数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 災害時要援護者支援事業

・要電源医療機器使用者（特に人工呼吸器使用者）の長期停電時における自助力の向上と、支
援体制の構築に取り組みます。
・災害時要援護者の安否確認を迅速かつ効率的に行うため、新たな仕組みの導入を行います。
・災害対策基本法が改正され、災害時要援護者の個別支援計画の策定が市区町村に義務付けら
れたことを受け、区役所でも必要な準備を行います。

11,373 11,857 12,500 13,000想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 1,081 700 ▲ 381

R3に当初積算していなかったポータ
ブル電源を購入したため

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

災害時
要援護
者数

単位

増減説明

13,500 14,000

決算

年度 ３年度 ４年度

11,857 12,154実績

12,154

④

事
業
計
画

細事業名称 障害者支援事業

細事業概要
・障害理解や普及啓発を進めるため、自立支援協議会等を活用し、外部講師を招いた研修会な
どを開催します。
・区内作業所等を紹介するパンフレットの内容更新に対応し、継続して周知します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

716 377 ▲ 339 冊子残の有効活用

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

137

100 50 100

179

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

・委託不可

・求めるべ
きではない

・増える

啓発講演
会・健康
講座の

参加人数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 13 41

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

11,373

指標

12,688

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

人

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を上
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・増える
・法律・政
令

100



分析
結果

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・全部委託
が可能

・該当なし

窓口サ
ポート
件数

単位 想定 3,000 3,000

件 実績 2,873 1,621 1,413 1,738
⑥

事
業
計
画

細事業名称 窓口サポート事業

細事業概要
・高齢者や障害者を含めた来庁者の手続案内や申請書作成の支援、庁舎案内等、幅広いサポー
トを実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,630 1,712 82
コロナの緩和により、来庁者数が増
え、出勤回数が増えたため。

細事業事業量 年度 元年度

指標 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

市民ニーズ

客観的指標に
基づく分析



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 579 946 367

６年度 ７年度

一般

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

歳出予算科目

健康測
定会実
施回数

118

単位 -

ウォーキング継続推進

地域における健康づくりの推進の役割を担っている保健活動推進員（ウォーキングサポーター
含む）が、区内で健康測定会の開催や地区のイベントとしてウォーキング開催することで、多
くの区民にウォーキングの啓発や始めるきっかけづくり、継続意欲の後押しを図ります。

細事業事業量

-

年度 元年度 ２年度

158 事業用物品購入による増

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

-

３年度 ４年度

実績 24 0 11

①

15

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めてい
ない

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 ウォーキングから始まる健康づくり事業

所管区局・課 港北 福祉保健 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 31

事業概要

想定 28 29 19 15

ウォーキングをきっかけに健康づくりを推進するために、区民にウォーキングの楽しさや魅力をＰＲするとともに継
続できるよう支援します。

細事業の分析

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 40

・一部委託
が可能



客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

0 166

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

539 789 250

・該当なし
・目標を概
ね達成

80 80 - - -

人 実績 281

単位 想定 300 80

2,657

ウォー
キング
イベン
ト参加
人数

②

・求めてい
ない

よこはまウォーキングポイント歩数計アプリを用いたイベントや、ウォーキング手帳・ウォー
キングマップなどの啓発媒体の活用により、新たにウォーキングを始めたり、ウォーキングを
継続するなど、運動習慣を持つ区民の増加を図ります。

啓発物品購入による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ウォーキング普及啓発

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 30,430 30,840 410

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事
業
計
画

事
業
実
績

統合事務費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 統合事務費

所管区局・課 港北 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 32

事業概要

各課で事務・運営を行っていくために必要な事務費を適正に執行します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

区役所事務全体に係る経費

生活支援課郵送費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

30,430 30,840 410

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 11,357 11,100 ▲ 257

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,660,300 1,720,000

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・事務改善
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

11,357 11,100 ▲ 257

・該当なし
・目標を概
ね達成

1,675,200 1,731,600 1,731,600 1,731,600 1,731,600

部 実績 1,659,000

単位 想定 1,660,800 1,666,800

1,720,000

発行実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 広報よこはま区版発行事業

所管区局・課 港北 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 33

事業概要

区民の生活に必要な行政情報等を提供し周知するため、広報よこはま港北区版を発行しました。

細事業の分析

①

・負担割合
の工夫が可
能

区民の生活に必要な行政情報等を提供し周知するため、広報よこはま港北区版を発行しまし
た。

広報紙デザイン委託費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

広報よこはま区版発行事業

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

サービス改善等に関する区民の意見、提案等の把握や来庁者への的確な案内や行政情報の提供のほか、区民が日常生
活で直面する問題対処のための専門相談を行います。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

サービス改善等に関する区民の意見、提案等の把握や来庁者への的確な案内や行政情報の提供
のほか、区民が日常生活で直面する問題対処のための専門相談を行いました。

法律相談の設定日の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 広聴相談事業

所管区局・課 港北 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 34

事業概要

500 500 550 550 550

件 実績 662

単位 想定 650 500

541

特別相
談実施

広聴相談事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,025 2,014 ▲ 11

・該当なし
・目標を概
ね達成

487 491

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,025 2,014 ▲ 11



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 113 114 1

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

13,000 1,600

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

73 80 7

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

1,600 1,600 - - -

冊 実績 13,000

単位 想定 13,000 13,000

2,000

広報紙
発行部
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 消費生活推進員事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 35

事業概要

横浜市長から委嘱された消費生活推進員の事業を支援するとともに、消費生活環境の安定・向上を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

広報紙の発行や、啓発活動に必要な物品の購入

印刷部数を増やしたことによる増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

学習・啓発事業

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

千円

補助金
額

▲ 6

単位 -

地区活動支援事業

地域活動への支援

細事業事業量

-

年度 元年度 ２年度

34 団体人数減少による減

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

-

３年度 ４年度

実績 - 33 40

②

34

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

想定 - 60 43 40

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 40

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

ごみの散乱や不法投棄の無い、清潔できれいな街づくりを目指します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・クリーンタウン横浜（通年、対象地区：美化推進重点地区等）
　美化推進重点地区の美化推進及び美化意識の高揚を図るため、区制度創設による清掃活動等
を行います。

予算額減・美化推進員の実際の活動
回数に伴う減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

クリーンタウン横浜

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 クリーンタウン横浜事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 36

事業概要

240 240 240 240 240

日 実績 205

単位 想定 240 240

212

美化推
進員活
動日数

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,435 906 ▲ 529

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

152 165

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,435 906 ▲ 529



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　システムを活用し、自治会町内会長や災害時要援護者等が所持する固定電話や携帯電話へ災害等に関する緊急情報
を自動音声で発信します。あわせて、システムの双方向機能を活用して受信状況を確認します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　固定電話や携帯電話から災害等に関する緊急情報を、地域の防災組織の長（自治会町内会
長）や災害時要援護者等へ発信し、あわせて、双方向機能を活用して受信状況を確認するシス
テムを運用します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 緊急時情報システム運用事業

所管区局・課 港北 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 37

事業概要

3,000 3,200 3,400 3,600 3,800

件 実績 -

単位 想定 - -

2,912

登録件
数

緊急時情報システム運用事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

937 937 0

・該当なし
・目標を下
回った

2,943 2,931

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 937 937 0



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

地域における世代間交流や生涯スポーツの促進・活性化を図るため、区民への健康・体力づくりの機会の提供を行っ
ている港北区スポーツ推進委員連絡協議会に活動補助金を交付します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　港北区スポーツ推進委員連絡協議会に活動補助金を交付し、地域における世代間交流、健
康・体力づくりの機会となるスポーツ行事開催を支援します。

改選がないことに伴うユニフォーム
購入費等の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

スポーツ推進委員連絡協議会補助金

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 スポーツ推進委員支援事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 38

事業概要

159 159 159 159 159

人 実績 154

単位 想定 159 159

154

区ス
ポーツ
推進委
員委嘱
人数

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,422 2,221 ▲ 201

・該当なし
・目標を概
ね達成

156 154

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,492 2,251 ▲ 241



・一部委託
が可能

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 69

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・実施しな
かった

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

30 イベント中止のため。▲ 39

単位

小学生スポーツフェスティバル事業

未経験のスポーツを体験し、子ども達に体を動かす楽しさを知ってもらうためのイベントで
す。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,954 2,671 717

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

166 165

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,898 2,591 693

・該当なし
・目標を概
ね達成

166 169 169 169 169

人 実績 165

単位 想定 167 169

167

青少年
指導員
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 青少年活動支援事業

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 39

事業概要

①青少年指導員事業、②社会環境健全化事業を通じて、地域の青少年の健全育成を促進します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

青少年指導員活動費を港北区青少年指導員協議会に交付し、自然体験教室や各地区の活動、広
報紙の発行等を支援します。
なお、活動にあたっては、感染症の動向等を踏まえながら実施内容・方法を検討します。

新任者用ユニフォーム等作成のため
の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

青少年指導員事業

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

地区

活動地
区数

24

単位 13

社会環境健全化事業

地域のパトロールや有害図書の実態調査等を実施している港北区青少年指導員協議会に補助金
を交付します。

細事業事業量

13

年度 元年度 ２年度

80 啓発物品の購入のための増

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

13

３年度 ４年度

実績 13 13 13

②

13

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 13 13 13 13

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 56

・委託不可



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　学校・家庭・地域連携事業を通じて、地域の青少年の健全育成を促進します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

学校・家庭・地域連携活動に係る交付金及び事務費

令和３年度は新型コロナウイルス感
染拡大防止のため一部執行できな
かっため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

学校・家庭・地域連携事業

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 学校・家庭・地域連携事業

所管区局・課 港北 こども家庭支援 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 40

事業概要

9 9 9 9 9

団体 実績 9

単位 想定 9 9

9

交付委
員会数

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

800 900 100

・該当なし
・目標を概
ね達成

9 8

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 800 900 100



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

区庁舎等の維持管理を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

区庁舎、駐車場及び公用車等の管理運営を行います。

レイアウト変更に伴う委託費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 区庁舎管理費

所管区局・課 港北 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 41

事業概要

実績

単位 想定

区庁舎

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

123,810 126,205 2,395

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 157,961 160,172 2,211



枚数 865,861

・一部委託
が可能

929,329

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 14,455

・該当なし
・負担は適
切である

年度

実績

元年度 ２年度

782,071 815,461

７年度５年度

精査による減

６年度

区民活動支援センター

３年度 ４年度

単位 想定 700,000 800,000 800,000 900,000 900,000

141 ▲ 25

分析
結果

・減る
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

900,000 900,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

14,451 公共料金の減▲ 4

単位

行政サービスコーナー

行政サービスコーナーの管理運営を行います。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 区民活動支援センターの運営を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 166

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

印刷機

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 区庁舎修繕費

区庁舎に関する設備の修繕に対応します。

想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 4,831 3,738 ▲ 1,093 修繕案件が少なかったことによる

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

単位

増減説明

決算

年度 ３年度 ４年度

実績

④

事
業
計
画

細事業名称 土木事務所

細事業概要 土木事務所の庁舎及び車両の管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

14,699 15,637 938 光熱水費の値上がりによる増

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

年度 元年度 ２年度

分析
結果

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・なし



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 430,640 430,909 269

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

24,665 25,611 946

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 区民利用施設管理費

所管区局・課 港北 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 42

事業概要

区民利用施設の管理運営を行います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

公会堂を指定管理者により管理運営します。

物価高騰及び光熱水費値上げに伴う増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

公会堂

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 6,992

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

▲ 1,332

単位

地区センター

指定管理者制度による管理運営を行います。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

226,111 改修業務委託料の減等

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

元年度 ２年度 ７年度５年度

指定管理料の増

６年度

スポーツ会館

３年度 ４年度

単位 想定

7,462 470

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・負担は適
切である

年度

実績

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 227,443

・委託の拡
大不可



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

・増える
・法律・政
令

分析
結果

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・増える

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

④

事
業
計
画

細事業名称 ログハウス

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

8,706 9,315 609 指定管理料の増

・委託不可 ・該当なし

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 38,203 37,146 ▲ 1,057

新型コロナウイルス感染症拡大防止
による浴室休止に伴う指定管理料の
減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

単位

増減説明

決算

年度 ３年度 ４年度

実績

⑤

事
業
計
画

細事業名称 老人福祉センター

指定管理者制度による管理運営を行います。

想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めてい
ない

⑦

事
業
計
画

細事業名称 コミュニティハウス（学校施設活用型）

細事業概要 管理運営を管理運営団体に委託します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

25,982 26,235 253 委託料の増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

７年度

想定

⑥

事
業
計
画

細事業名称 コミュニティハウス（条例型）

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 57,908 58,097 189 指定管理料の増

細事業事業量 年度 元年度

指標

単位 想定

実績

単位

分析
結果

・規則・方
針

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし

実績

・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

７年度

単位 想定

分析
結果

スポーツセンター

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

子供の遊び場新設に伴う増

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

実績

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

細事業名称

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

23,718 23,376 ▲ 342 指定管理料の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

⑨

事
業
計
画

細事業名称 広場・遊び場

細事業概要
子供の遊び場の管理運営を管理運営委員会に委託します。
子供の遊び場に設置されている遊具の定期点検を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 941 979 38

実績

単位 想定

・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・該当なし



客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

管理費の増

５年度 ６年度 ７年度

⑩

事
業
計
画

細事業名称 国際交流ラウンジ

細事業概要 国際交流ラウンジの管理運営を管理運営団体に委託します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 15,227 16,066 839

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

実績

単位 想定

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大が可能

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない




